別記様式第1号の7（第33条の18関係）
工事整備対象設備等着工届出書

	年　　月　　日

仁淀消防組合消防長　様

届出者

住所

氏名　　　　　　　　　　　　


	工事の場所
	

	工事を行う防火対象物の名称
	

	工事整備対象設備等の種類
	

	等の工事施工者
工事整備対象設備
	住所
	電話番号

	
	氏名

（法人の場合は名称及び代表者氏名）
	

	消防設備士
	住所
	

	
	氏名
	

	
	免状の種類

及び指定区分
	種類等
	交付知事
	交付年月日
	講習受講状況

	
	
	
	
	交付番号
	受講地
	受講年月

	
	
	甲

・種類

乙
	　　都道
　　府県
	年　月　日
	　 都道

　 府県
	年　月

	
	
	
	
	第　　　　号
	
	

	工事の種別
	１新設　２増設　３移設　４取替　５改造　６その他

	着工予定日
	年　 月 　日
	完成予定日
	年　　月　　日

	※　受　　　付　　　欄
	※　経　　過　　欄

	
	


備考　１　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。

２　工事の種別の欄は、該当する事項を○印で囲むこと。

３　※印の欄は記入しないこと。
◆届出書の概要（制度の概要）
消防用設備等の設置に係る工事をするときは，その工事を着手しようとする日の１０日前までに，工事整備対象設備等の種類，工事の場所及びその他の必要な事項を消防長に届け出なければなりません。
◆届出書の根拠
消防法第17条の14，消防法施行令第36条の２，消防法施行規則第33条の18
◆届出方式等
１．届出場所

建物を管轄する消防署の予防係

２．届出に必要なもの

（１） 届出書は２部提出

（２） 届出書には，案内図，配置図，平面図及び消防用設備等（特殊消防用設備等）の設置図書を添付して下さい。
※届出書及び添付図書は、次によること。

○届出は防火対象物ごとに、原則として消火設備、警報設備又は避難設備ごとに一括して届け出るもの。

○消防同意時、消防用設備等に設計に関する図書等が提出され、着工届の時点で設計内容に変更がなく、そのまま活用できるものは、当該図書等で着工届出の添付図書等に替えることができる。この場合、活用する添付図書等については、どの添付図書等を使用するのか明確にし、着工届出書にその旨を明記すること。
○非常電源に係る図書にあっては、条例第44条に基づく火を使用する設備等の設置の届出に当該図書が添付されている場合、非常電源の概要表及び使用機器図以外を省略することができる。この場合、着工届出書にその旨を明記すること。
○省令第31条第6号イに規定する加圧送水装置を設置する連結送水管に係る添付図書等については、消火設備に準じて記載し消火設備の着工届出書の添付図書等と一括して提出すること。
